
公立大学法人岩手県立大学 

平成24年度地域政策研究センター地域協働研究(地域提案型【後期】) 

皆様が抱える地域課題をご提案ください! 

 岩手県立大学では、地域のシンクタンク的機能を担い、地域課題の解決に貢献するため、平成23年度に「地域政策研究センター」を設置

しました。本センターでは、今年度から、自治体・ＮＰＯ・企業などが抱える「地域課題」を研究課題として提案いただき、本学の研究予算に
より大学と共同で研究を実施することにより課題解決を目指す「地域協働研究（地域提案型）」を創設しました。 
 つきましては、以下により「地域課題」の募集を行いますので、多数応募いただくようお願いします。 

【 募 集 内 容 】  
 

(1)  募集期間：<後期>平成24年8月10日（金）から平成24年8月31日（金）まで 
           ※今年度は前期･後期の2回公募を行います。前期日程は募集を終了しています。 

(2) 募集課題 
 

  ① 対象：募集する研究課題は次の全てに該当するものとします。 
        ア 県内の自治体やＮＰＯ・団体、企業が抱える「地域課題」とし、平成24年11月頃から研究に着手可能な課題とします。 
                 なお、民間企業についても、「地域課題」の解決に資する研究のみを対象とします。 
          イ 県立大学との研究を通じて得られた研究成果をいかし、ご提案いただいた方自らが、県内において課題解決に向けた 
            具体的な取組みや活動を予定する研究課題とします。 
          ウ 特に分野などの制限はありませんが、県立大学の各学部（看護学部、社会福祉学部、ソフトウェア情報学部、総合政策 
            学部、共通教育センター）、盛岡短期大学部（生活科学科、国際文化学科）及び宮古短期大学部（経営情報学科）の研究 
            者が対応できる研究課題とします。 
 

  ② 研究期間：平成24年11月～平成25年10月(12ヶ月) 
 

  ③ 負担金：本学の研究に必要な費用は県立大学で負担します。（500千円以内×10件程度） 
           ※ただし、共同研究に際し､提案者にかかる旅費等の費用は負担いただきます。 
 

(3) 応募資格：岩手県内に所在する自治体やＮＰＯ・団体、企業とし､提案いただいた研究課題について共同で 
         調査・研究が可能であり、得られた研究成果により主体的に課題解決の取組みを実行できる者と 
         します。（原則、事業を営まない個人は除きます。） 
           ※県内に拠点を有する企業や団体等で規模等の制限はありません。 
 

(4) 応募方法：岩手県立大学地域政策研究センターのホームページより提案書をダウンロードし､郵送､FAX､電    
         子メールのいずれかの方法で申込み願います。 

          ＜ホームページ:http://www.iwate-pu.ac.jp/contribution/koubo2.html＞ 
 

(5) 問い合わせ及び申込み先： 
〒020-0173 岩手県岩手郡滝沢村滝沢字巣子152-89  
      岩手県立大学 地域連携室   担当 上野山・細川 

       TEL 019-694-3330 FAX 019-694-3331  E-mail  k-tomoko@ipu-office.iwate-pu.ac.jp 

岩手県内 

自治体 

岩手県立大学 

地域政策研究センター 

課題提案 

面談･すり合わせ 
(マッチング) 

共同研究 

研究経費は 
大学が負担 団体 

ＮＰＯ 

企業 

地域課題 

研究計画 
提出 

審査 

10月 １１月～ 

8/31 
〆切 

採択決定 



過去に提案された｢地域課題｣の事例 

・｢持続可能な優しい観光地づくり｣支援システムの研究  (自治体) 
・独居高齢者安否確認システムのサービス品質と最小コスト問題に関する研究  (企業) 
・地域におけるユニバーサルデザインの推進と認知度調査  (自治体) 
・高齢者の社会的孤立を防ぐためのネットワーク構築方針の検討  (団体)   など 

＜看護学部対応＞ 

・若年層の性行動・性意識とその背景・要因に関する調査  (団体) 
・市民の実態把握に基づいた検診受診率向上対策について  (自治体)   など 

＜社会福祉学部対応＞ 

・地域におけるネットワーク構築に向けた高齢者の実態把握と社会資源の開発  (自治体) 
・地域における、事業所メンタルヘルス健診の研究  (団体) 
・災害時の子ども(障がい児)支援活動の構築と支援体制づくり  (NPO) 
・高齢者世帯の生活支援を通じた若者の雇用機会創出の可能性に関する研究  (自治体) 
・福祉と観光の連携によるニューツーリズムプログラム創造  (団体) 
・貧困を背景とする多重債務者等に対する新たな支援モデル構築  (NPO) 
・高齢化の動向を踏まえた介護保険施設整備のあり方について  (自治体) 
・福祉マップを活用した災害時支援体制の構築及び災害研修プログラムの開発と実践  (自治体) 
・障がい者の就労を支える社会的企業(社会的事業所･ソーシャルビジネス等)のあり方と具体的な事業展開の条
件に関する研究  (自治体) 
・地域における成年後見に関するニーズ把握と支援システムの検討  (自治体)   など 

＜ソフトウェア情報学部対応＞ 

・牧野における業務システムの構築  (自治体) 
・センサを利用したスポーツ競技のためのモニタリングシステムの開発  (団体) 
・青少年への科学教育向け施設案内システムの開発  (団体) 
・郷土芸能伝承のためのコンテンツ作成技術に関する研究  (団体) 
・持続可能な食育に向けた食育支援システムに関する研究  (自治体) 
・インタラクティブなインターネット放送システムを用いた地域イベント発信に関する研究  (自治体) 
・センサネットワークを利用した農場防疫および早期疾病発生監視システムの構築の研究開発  (団体)   など 

＜総合政策学部対応＞ 

・中心市街地におけるアートを活用したまちづくりの在り方について  (NPO) 
・地域伝統を継承するためのビジネスモデル構築  (企業) 
・アツモリソウ栽培個体の遺伝学的解析  (団体) 
・自転車走行空間の整備手法に関する研究  (自治体) 
・地域のつながりの再生による防災まちづくりプロジェクト  (団体) 
・｢市民の足｣としての公共交通機関活用促進策について  (自治体)   など 

＜盛岡短期大学部対応＞ 

・既存住宅の省エネルギーを前提としたリフォーム (企業)   など 

＜学部融合対応＞ 


